











































































































































( 1 ) 拙稿「台湾公法の歴史展開と現状」アジア法研究 2013 (2014 年 2月) 79
頁以下を参照されたい。






の日台関係と台湾情勢」(http : //www.mofa.go. jp/mofaj/area/taiwan/index.
html11)、台湾・経済部 (通産省) HP における「台日電子商務合作協議」
(http : //www.moea.gov. tw/Cws/tjec/home/Home.aspx) を参照。
( 3 ) 台湾における日本法研究の状況について、台湾法は 1945 年までは基本的
に日本法の一部であったが、1949 年以降、中華民国の台湾統治により、
1912 年建国から 1949 年まで中国大陸で制定・施行した中華民国法制が台湾
に施行された結果、「中華民国法」へと変容された。中国との厳しい関係の


















2011 年) 143頁、146 頁注 16。台湾を分裂国家として扱うとすることについ
て議論の余地があると思われるが、台湾を承認国家に準ずるものとしてその
承認適格性を肯定したという結論には異論がない。






















( 8 ) 台湾判決の承認及び執行に関す日本語文献として、孫櫻倩「米国・中国・
台湾企業との国際取引契約における紛争解決手段選択の視点 (下)」(台湾部
分) 商事法務 2018 号 (2013 年 12月) 42頁以下、蔡華凱・中野俊一郎監修
「台湾における離婚訴訟の国際裁判管轄及び外国離婚裁判の承認」立命館法
学 319 号 (2008 年 3月) 73頁以下、清河雅孝「日本判決が台湾において執
行許可されたケース」国際商事法務 33 巻 9 号 (2005 年 9月) 1204頁以下、
粟津光世「中国、台湾、香港の判決、仲裁判断の相互承認と執行の現況」国
際商事法務 26巻 11 号 (1998 年 11月) 1153頁以下がある。台湾漢文繁体字
55(802)
文献として、王欽彥・中野俊一郎「外交困境下之我國對外民事司法互助及判
決承認之現狀――兼論台日民事司法互助之可能」靜宜法律第 1期 (2012 年
5月) 165頁以下、賴來焜「國際民事強制執行之司法協助――以外國法院判
決為中心」玄奘法律學報第 10期 (2008 年 12月) 169頁以下がある。
一 台湾における外国判決の承認及び執行に関する法制の概観
台湾では、外国判決の承認及び執行に関する一般法的根拠は、民事訴訟




















この限りでない (以下、「2 号要件」と略す。)。三 外国法院の判決が公





4 つの消極要件を掲げたものであった。この 4 つの消極要件のうち、1 号






























































































テムで調べた限り、2014 年 9月時点で地方法院では 248 件
(11)
、高等法院で





裁判例は少なくない。表 1 のように、29 件の最高法院判決のうち、承認





との間に相互の保証の有無が争点となった事件において、98 (2009) 年 9







1 件 (最高法院 99 (2010) 年 8月 5 日 99 (2010) 年
度台上字 1425 号判決)
2 号要件の未充足
6件 (最高法院 91 (2002) 年 9月 19 日 91 (2002) 年
度台上字 1924 号判決、92 (2003) 5 月 1 日 92
(2003) 年度台上字 883 号判決、95 (2006) 年
1 月 25 日 95 (2006) 年度台上字 141 号判決、
96 (2007) 年 1月 11 日 96 (2007) 年度台上字
57 号判決、97 (2008) 年 1 月 17 日 97 (2008)
年度台上字 109 号判決、100 (2011) 年 1月 13
日 100 (2011) 年度台上字 42 号判決)
その他 (当事者適格の欠如)
1 件 (最高法院 88 (1999) 年 12月 2 日 88 (1999)年
度台上字 3073 号判決)








件のみである。台湾高等法院 95 (2006) 年 6 月 13 日 93 (2004) 年度重上
字 290 号判決 (一審は 92 (2003) 年 6 月 30 日板橋地方法院 92 (2003) 年






(11) 地方法院の 248 件の内訳の概要について、台北地方法院が 75 件と最も多
く、次は高雄地方法院が 26件、基隆及び台中地方法院がいずれも 24 件、新
北地方法院が 20 件、士林、桃園及び新竹地方法院がいずれも 19 件となって
いる。
三 各承認要件の検討









れば足りる」という見解がある (最高法院 84 (1995) 年 10 月 20 日 84
(1995) 年度台上字 2534 号判決、桃園地方法院 94 (2005) 年 10月 14 日
92 (2003) 年度重訴字 280 号判決、台北地方法院 91 (2002) 年 1月 28 日














いる (最高法院 93 (2004) 年 9月 23 日 93 (2004) 年度台上字 1943 号判
決、台湾高等法院 95 (2006) 年 6 月 20 日 94 (2005) 年度上字 1008 号判
決、台湾高等法院 95 (2006) 年 6 月 13 日 93 (2004) 年度重上字 290 号判
決、新北地方法院 100 (2011) 年 10月 6日 100 (2011) 年度重訴字 343 号
判決、台北地方法院 97 (2008) 年 9月 30 日 96 (2007) 年度訴字 6295 号
判決、新竹地方法院 96 (2007) 年 4月 13 日 95 (2006) 年度訴字 339 号判





裁判所の管轄権を認める」という読み方がある (最高法院 93 (2004) 年
10月 14 日 93 (2004) 年度台上字 2082 号判決、台湾高等法院 99 (2010)
年 7月 7 日 98 (2009) 年度重上更 (二) 字 125 号判決、新竹地方法院 95









管轄権を肯定するとした裁判例もある (台湾高等法院 100 (2011) 年 6 月
7 日 99 (2010) 年度重上字 426号判決、台北地方法院 92 (2003) 年 8月
29 日 92 (2003) 年度重訴字 541 号判決、台北地方法院 92 (2003) 年 6 月
6 日 92 (2003) 年国貿字 3 号判決)。台湾高等法院及び所属法院 94
(2005) 年法律座談会民事類提案第 22 号の見解においても同旨が示されて
いる。
なお、国際裁判管轄権の有無について、一般的に法院の職権調査事項で















































(2003) 年 5月 1 日 92 (2003) 年度台上字 883 号判決、同法院 96 (2007)
年 1月 11 日 96 (2007) 年度台上字 57 号判決、同法院 97 (2008) 年 1月


























この点について、最高法院 91 (2002) 年 9月 19 日 91 (2002) 年度台上字
1924 号判決は、送達を行った際に判決国にいない被告自然人に公示送達
や補充送達を行うことは適法な送達ということはできないとした。また、





























































のである (最高法院 84 (1995) 年 10月 20 日 84 (1995) 年度台上字 2534
号判決、新竹地方法院 95 (2006) 年 9月 5 日 94 (2005) 年度訴字 107 号
判決、桃園地方法院 94 (2005) 年 10月 14 日 92 (2003) 年度重訴字 280




高法院 98 (2009) 年 1月 15 日 98 (2009) 年度台上字 80 号判決、台湾高
等法院 99 (2010) 年 7月 7 日 98 (2009) 年度重上更 (二) 字 125 号判決、
台北地方法院 97 (2008) 年 9 月 30 日 96 (2007) 年度訴字 6295 号判決、
台北地方法院 87 (1998) 年 6 月 15 日 87 (1998) 年度訴字 1982 号判決)。
第三に、「外国判決の宣告した法律効果又はその依拠した原因が我が国
の基本立法政策、立法理念、社会の普遍的価値又は基本原則に反すること
を意味する」と解するものである (最高法院 102 (2013) 年 7月 18 日 102
(2013) 年度台上字 1367 号判決、最高法院 92 (2003) 年 5 月 15 日 92
(2003) 年度台上字 985 号判決、台中地方法院 94 (2005) 年 11月 28 日 94








法院 84 (1995) 年 10月 20 日 84 (1995) 年度上字 2534 号判決、台北地方






院 99 (2010) 年 5月 27 日 99 (2010) 年度台上字 964 号判決は、懲罰的損
害賠償が我が国の法律秩序の基本原則に違反するとして当該部分の承認を











この点について、前掲の台湾高等法院 95 (2006) 年 6 月 20 日 94






しかしこれに対して、同事件・最高法院 97 (2008) 年 4 月 24 日 97
(2008) 年度台上字 835 号判決は、我が国では一般不法行為に関する懲罰











ついては公序違反とした。しかし、その後最高法院 99 (2010) 年 11月 25























否定的な見解が示されている。たとえば最高法院 100 (2011) 年 9月 8 日

















例が多くある (最高法院 84 (1995) 年 10月 20 日 84 (1995) 年度台上字
2534 号判決、台湾高等法院 99 (2010) 年 7月 7 日 98 (2009) 年度重上更
71(786)
(二) 字 125 号判決、台湾高等法院台南分院 95 (2006) 年 5 月 30 日 95
(2006) 年度重上字 13 号判決、新北法院 100 (2011) 年 10 月 6 日 100
(2011) 年度重訴字 343 号判決、台北地方法院 99 (2010) 年 7月 13 日 99
(2010) 年度訴字 2087 号判決、台北地方法院 97 (2008) 年 9 月 30 日 96
(2007) 年度訴字 6295 号判決、桃園地方法院 94 (2005) 年 10月 14 日 92
(2003) 年度重訴字 280 号判決)。
また、当該外国における外国判決の承認の規定の存在のみならず、その
承認の要件の内容まで審査し、その承認要件が台湾のそれと著しく異なる
ことがなければ足りると解する裁判例もある (最高法院 95 (2006) 年 6
月 29 日 95 (2006) 年度台上字 1364 号判決、台湾高等法院 100 (2011) 年
1月 25 日 98 (2009) 年度重上更 (一) 130 号判決)。これらの判決は、前




裁判例がある。最高法院 98 (2009) 年 1 月 15 日 98 (2009) 年度台上字
80 号判決は、イギリスの裁判所が台湾の判決を承認した実例があったこ
とを理由として、イギリスの判決の承認を肯定した。最高法院 92 (2003)
年 5 月 15 日 92 (2003) 年度台上字 985 号判決及び台湾高等法院 100
(2011) 年 8月 16日 99 (2010) 年度上字 1088 号判決も同旨である。これ
に対して、台湾判決のその外国での承認の実例がなくても、外国裁判所が
明示的に台湾の判決の承認を拒否する実例が存在しなければ足りるとする












法院に差戻した最高法院判決は過去 1 件あった。最高法院 98 (2009) 年 9





しかしその後、原審法院である台湾高等法院の 100 (2011) 年 1月 25 日





州 (台湾高等法院 99 (2010) 年 7月 7 日 98 (2009) 年度重上更 (二) 字
125 号判決)、同 Nevada 州 (台北地方法院 97 (2008) 年 9 月 30 日 96
(2007) 年度訴字 6295 号判決)、イギリス (最高法院 98 (2009) 年 1月 15
日 98 (2009) 年度台上字 80 号判決、最高法院 92 (2003) 年 5月 15 日 92
(2003) 年度台上字 985 号判決、台湾高等法院 100 (2011) 年 8月 16日 99
(2010) 年度上字 1088 号判決)、ベルギー (最高法院 95 (2006) 年 6 月 29
日 95 (2006) 年度台上字 1364 号判決)、日本 (台湾高等法院 95 (2006)
年 6 月 13 日 93 (2004) 年度重上字 290 号判決)、マレーシア (台中地方
法院 94 (2005) 年 11 月 28 日 94 (2005) 年度重訴字 233 号判決)、香港
(最高法院 93 (2004) 年 9月 23 日 93 (2004) 年度台上字 1943 号判決、台
湾高等法院 100 (2011)年 6 月 7 日 99 (2010) 年度重上字 426号判決)、韓
国 (新竹地方法院 98 (2009) 年 2月 27 日 97 (2008) 年度重訴字 194 号判
73(784)
決)、シンガポール (台湾高等法院 100 (2011) 年 1月 25 日 98 (2009) 年
度重上更 (一) 字 130 号判決、台北地方法院 99 (2010) 年 7 月 15 日 98
(2009) 年度重訴字 437 号判決、新北法院 100 (2011) 年 10 月 6 日 100























違反と同条 3項の互恵の原則の定めがあり、それぞれ民事訴訟法 402条 1
74 (783)
項 3 号、4 号に準ずるものであると解することができるとしても、民事訴






について、民事訴訟法 402条 1項 3 号に準ずるものであるか、それともそ






れている。両者を同質的なものとしたのは士林地方法院 100 (2011) 年 3
月 31 日 100 (2011) 年度声字 110 号判決及び台北地方法院 100 (2011) 年
2月 25 日 100 (2011) 年度抗字 47 号判決がある。両判決は、中国判決も
外国判決も、いずれも我が国の判決ではなく、我が国の法院の承認を要す
る点で異ならないとした。これに対して、両者を異質的なものと明確に示
したのは、最高法院 96 (2007) 年 11月 15 日 96 (2007) 年度台上字 2531





























高法院 97 (2008) 年 11月 13 日 97 (2008) 年度台上字 2376号判決、士林









未違反) の意味について、裁判例の間に、民事訴訟法 402条 1項 3 号に準
ずるものと捉える見解と、それより広く認可の基本原則と捉える見解があ
る。前者の見解は、中国判決と外国判決の承認の要件に関する立法的体裁




事訴訟法 402条 1項 3 号に準ずるものとしたものである (台湾高等法院
99 (2010) 年 1月 25 日 99 (2010) 年度抗字 1 号判決)。この捉え方によ
れば、中国判決の内容とその訴訟手続が台湾の公序良俗に違反しないこと
を要することになる。これに対して、台北地方法院 100 (2011) 年 2月 25





402条 1項 3 号の射程範囲以外の考慮要素も含まれるものとしたのである
(台北地方法院 99 (2010) 年 10月 25 日 99 (2010) 年度抗字 125 号判決も
同旨)。




















法 402条 1項 2 号但書の不承認事由に該当し、台中関係条例 74条の公序
良俗未違反の要件を充たさないとして、当該中国判決の認可を否定した。
また、台北地方法院 99 (2010) 年 10月 25 日 99 (2010) 年度抗字 125
号判決も、前掲台北地方判決と同様な理由をもって、民事訴訟法 402条 1
項 2 号但書の充否が争点である最高法院 91 (2002) 年度台上字 1924 号判
決に依拠しつつ、本件中国の法院が台湾に居住した被告に公示送達を行っ
たことが、台湾では適法な送達ということはできないとして、当該中国判
決の認可を否定した。そして、士林地方法院 100 (2011) 年 3月 31 日 100
(2011) 年度声字 110 号判決も、前述した中国判決と外国判決の承認の性
質の同一性を理由として、民事訴訟法 402条 1項 2 号但書が中国判決に類




さらに、以上の諸判決で民事訴訟法 402条 1項 2 号ないし 1項全体では
なく、同法条項 3 号の手続的公序未違反の意味を台中関係条例 74 条の
「公序良俗未違反」の概念に取り入れて、台湾に居住した被告に公示送達
を行ったことが、台湾では適法な送達ではないとした判決もある (台湾高
等法院 100 (2011) 年 3月 24 日 99 (2010) 年度非抗字 182 号判決)。
これに対して、民事訴訟法 402条 1項 2 号但書という外国判決で要求さ
れる適法な送達の規定が、中国判決においては同様に要求する必要がない
とした判決は少なくない。主要な理由は、台中関係条例 74条と民事訴訟
法 402条が立法構造上異なること、中国判決につき民事訴訟法 402条 1項
3 号と 4 号に相当する同条例 74条の公序良俗未違反と互恵の原則しか要
求されず、同法同条 1 号と 2号の内容は明記されない以上、類推適用され
る余地はない、ということである (士林地方法院 98 (2009) 年 10月 20
日 98 (2009) 年度声字 601 号判決)。
78 (779)
最後に、⑤台湾と中国との間に同条例 74条 3項の互恵の原則に合致す












(14) たとえば台湾高等法院 94 (2005) 年度家抗字 188 号裁定、最高行政法院
91 (2002) 年 11月 21 日 91 (2002) 年度判字 2062 号判決、台中高等行政法
院 90 (2001) 年 6 月 14 日 89 (2000)年度訴字 686号判決。
(15) 陳栄宗ほか『民事訴訟法 (上) (改訂 4 版)』(2005 年) 114 頁、張文郁
「論大陸判決的承認――兼評最高法院九十六年台上字第二五三一号判決和九
十七年度台上字第二三七六号民事判決」月旦法学雑誌 178 号 (2010 年 2月)
246 頁以下、伍偉華「経台湾法院裁定認可確定之大陸民事確定裁判及仲裁判
断是否有既判力？――最高法院 96年度台上字第 2531 号判決、97 年度台上
字第 2376 号判決之分析」(台湾大学) 法学論叢 38 巻 4 号 (2009 年 12 月)
385頁以下、李永然ほか「経台湾法院認可之大陸民事確定判決是否有既判







た場合、1 号要件及び 3 号要件は問題はないであろう。4 号要件について
は、前述した、「相互の保証」に関する緩やかな見解を示し日本判決の承
認を肯定した台湾高等法院 95 (2006) 年 6 月 13 日 93 (2004) 年度重上字
290 号判決が先例として存在することや、台湾裁判例で全体として緩やか
な解釈が維持されていることから、本要件を充たす見込みは十分あろう。
2号要件については、被告が日台間に頻繁に行来すること、送達を行った
際に被告が台湾に居住したということが予想されうるため、被告への適法
な送達に十分に注意を払う必要がある。台湾に居住した被告に送達を行っ
た場合、前述した、公益財団法人交流協会及び台湾の法院を通じて「互恵
の原則」表明書を付して協力送達を行う、という技術的な手続を済ませば
本号要件を容易に充たすことが可能であろう。
また、台湾判決の承認が日本で申し立てられた場合は、前述した台湾に
おける外国判決の承認の要件が日本民事訴訟法 118条と大きく異ならない
ことや、前掲の台湾での日本判決の承認の実例が存在すること等から、台
湾判決の日本での承認の可能性が高いと考えられよう。そうであれば、日
台の相互の判決の承認及び執行の問題を円滑に解決することができ、日台
間の国際取引紛争において仲裁や和解のほか、国際訴訟も紛争解決手段と
して確立することを期待することができよう。
80 (777)
